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報道関係各位 

パーク２４株式会社 

社員の多様な働き方を実現する 

新たな人事制度の導入により働き方改革を推進 

－社員の長期的なキャリア形成促進により企業の持続的成長を目指す－ 
 

 

 

 

 

1.導入背景 

パーク２４は、グループ理念である「快適なクルマ社会の実現」に向けて、グループ各社の総

合力を活かして事業展開しています。さらなる持続的な成長を実現するためには、社員一人ひと

りの経験値やノウハウを高め、その能力を存分に発揮できる職場環境を構築することが不可欠だ

と考え、新たな人事制度を導入することにいたしました。 

2.新制度の概要 

グループ統一の「能力等級」および「役割等級」のテーブルを設定し、これに基づいた評価を

行うことにより、人材育成を促進します。さらに、グループ会社の所定労働時間を7時間に統一し、

グループ間異動を活発化させ、幅広い視野を持つ人材の育成を図ります。 

また、「時間単位有給休暇」や「ストック休暇」といった新たな制度の導入により多様な働き

方を可能にする他、出産祝金の増額や社員の子どもが普通自動車免許を取得した際の祝金支給な

ど、次世代育成を支援してまいります。 

この他、優秀な人材獲得と定着を目的として、「特別再雇用制度」を導入するとともに、新入

社員の初任給を増額いたします。 

＜新制度のポイント＞ 

①人材育成の促進を目的とした新たな制度の導入 

 ・社員の能力開発と成長促進を図るとともに、職責と成果に報いることにより持続的な企業成

長を実現するため、グループ行動指針を軸として独自に定めたコンピテンシーに基づき評価

する「能力等級」と、仕事における基本的な役割に基づき評価する「役割等級」のハイブリ

ッド型の等級制度を導入 

 ・グループ間異動を活発化するため、所定労働時間を7時間（9時－17時）に統一 

②多様な働き方を実現するための新制度を導入 

■社員区分の新設 

 地域型社員 原則として転居を伴う異動がなく、勤務地域を限定する。 

■就業時間の選択肢拡大 

 短時間正社員 育児や介護、病気療養、通学を事由として短時間勤務ができる。 

■休暇制度の新設 

 時間単位有給休暇 1時間単位で有給休暇を取得することができる。 

ストック休暇 
やむを得ず失効した年次有給休暇の最大60日分を積立可能にす

る。病気療養、家族の看護、介護等の場合に取得することができる。 

 

パーク２４株式会社（本社：東京都千代田区、社長：西川光一）は、パーク２４グループ

および社員の持続的な成長実現に向け、社員が充実感を得ながら意欲的に仕事に取

り組むとともに、多様な働き方を可能にする新たな人事制度を、2018年 11月 1日

より国内グループ会社 7 社の正社員（約 3,000人）を対象に導入いたします。 
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③次世代育成を支援するための制度を改定・新設 

 項目 内容 

改
定 

出産祝金 

社員及び社員の配偶者の出産に対して下記の祝金を支給。 

第1子    10万円 

第2子    20万円 

第3子以降 100万円 

新
設 

子ども祝金 

社員の子どもに対し、教育イベントに合わせた祝金を支給。 

年齢：3歳、6歳、12歳、15歳、18歳 

金額：3万円～10万円 

新
設 

普通自動車運転

免許取得祝金 

社員の子どもが普通自動車運転免許を取得した際に、10万円の祝金を 

支給。 

④優秀な人材獲得のための制度改定・新設 

 項目 内容 

新
設 

特別再雇用制度 

出産・育児、介護や配偶者の転勤等、やむを得ない事由で退職する社

員に対し、一定条件のもと、退職後5年以内であれば、パーク２４グル

ープへの再就職を認める制度。 

改
定 

新卒初任給の 

増額 

2019年4月より新卒初任給をグループ共通とする。 

（大学卒初任給は最大約30%増額） 

大学院卒 

（修士・博士） 

231,000円 

大学卒 

（学士） 

221,000円 

短大・高専卒 

 

206,000円 

高校卒 

 

196,000円 

⑤経験や習熟度に応じた昇給制度の導入 

 ・インフラサービス企業として安心・安全なサービスを提供するため、業務の正確性や習熟度

の向上も重要であることから、これらを評価する制度を導入 

対 象：パーク２４グループ 正社員 

制度導入日：2018年11月1日 

 

 パーク２４は、今後も、すべての社員が能力を最大限発揮できる職場環境を整備するとともに、

それに報いる制度の充実を図り、快適なクルマ社会の実現に向け取組んでまいります。 


